
月次レポート 作成基準日：2026年2月27日

ＨＳＢＣ インドオープン
追加型投信／海外／株式

*当資料のデータおよびコメントにつきましては、特に記載がない限り作成基準日時点のものとなります。

基準価額と純資産総額の推移

(円) (億円)

*

商品概要 (当資料発行日現在） 期間別騰落率 (税引前) 

商品分類 追加型投信／海外／株式 ファンド ベンチマーク

設定日 2004年11月30日 1ヶ月 2.6% 3.6%

信託期間 無期限 3ヶ月 -3.8% -3.6%

決算日 原則、11月29日/年1回決算 6ヶ月 5.6% 7.7%

信託報酬 税込年2.20% 1年 13.6% 18.4%

3年 50.6% 75.5%

基準価額等 設定来 431.0% 1336.0%

1万口当たり基準価額 (円) 39,683 *

設定来高値（2024年7月11日） 46,457

設定来安値（2009年1月26日） 7,774

純資産総額 (億円) 1166.0 信託財産の構成

* 基準価額は信託報酬控除後のものです。

税引前分配金の推移（１万口当たり）

決算期 分配金（円）

第10期（14年12月1日） 300

第11期（15年11月30日） 300

第12期（16年11月29日） 300

第13期（17年11月29日） 250

第14期（18年11月29日） 300

第15期（19年11月29日） 250

第16期（20年11月30日） 170

第17期（21年11月29日） 300

第18期（22年11月29日） 300

第19期（23年11月29日） 300

第20期（24年11月29日） 300

第21期（25年12月1日） 300

設定来累計 5,770 *

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

基準価額の騰落率は税引前分配金を再投資したものとして計算
しています。

マザーファンドの組入比率です。その他市場には各銘柄のADR、
GDR、オプション証券等を含みます。表示単位未満を四捨五入し
ているため、合計が100％にならない場合があります。

将来の分配金は運用状況によって変化します。分配対象額が
少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

基準価額は信託報酬（後掲の「当ファンドの費用」をご参照ください）控除後のものです。分配金再投資基準価額は税引前分配金を再投資
したものです。将来の分配金は、運用状況によって変化します。2025年10月31日まではS＆P／IFC Investable India（円ベース）を、2025年
11月1日以降はMSCIインディア・インデックス（税引後配当込み、円換算ベース）をベンチマークとし、設定日を10,000として指数化しており
ます。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照
ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託
説明書（交付目論見書）」を必ずご覧ください。
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インド市場

101.2%

その他市場

3.3%

キャッシュ等 -4.4%

1/9



月次レポート 作成基準日：2026年2月27日

追加型投信／海外／株式

業種別、通貨別組入比率

業種別 通貨別

*

＜ご参考＞ SENSEX指数の推移 (過去3年)

月間騰落率 : -0.4%
(ポイント)

* 指数の月間騰落率は、原則として、基準日の前営業日の数値をもとに算出しています。

出所 : LSEG

＜ご参考＞ 為替レート(インドルピー／円）の推移 (過去3年)

月間騰落率 : 2.4%
(円)

* 為替レートの月間騰落率は、原則として、基準日の数値をもとに算出しています。

出所 : 投資信託協会

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インドオープン

マザーファンドの組入比率です。表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。通貨別はキャッシュ等を
除いた組入比率です。

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目論
見書）」を必ずご覧ください。
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月次レポート 作成基準日：2026年2月27日

追加型投信／海外／株式

組入上位銘柄と組入比率

銘柄名

業種 比率

組入銘柄数

* マザーファンドの組入比率です。組入比率には、各銘柄のADR、GDR、オプション証券等を含みます。

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

2

リライアンス・インダストリーズ
石油の開発・生産・精製、石油化学から小売り、携帯電話事業も展開す
る大手財閥リライアンスの中核企業。

エネルギー 7.0%

ＨＳＢＣ インドオープン

順位 銘柄の概要

1

HDFC銀行
住宅ファイナンス会社のHDFCが設立した民間銀行。個人・法人向け商
業銀行業務を行なう。

銀行 8.3%

3

ICICI銀行

インドの大手民間銀行。個人・法人顧客に各種金融サービスを提供。

銀行 5.9%

4

ラーセン・アンド・トゥブロ
インドのみならず世界各地のインフラや石油開発事業などのプロジェク
トを請負う建設エンジニアリング大手。

資本財 5.1%

5

インドステイト銀行
企業、公的機関向けおよび個人向けに幅広く金融サービスを提供する
大手商業銀行。

銀行 5.1%

6

サン・ファーマシューティカル・インダストリーズ
糖尿病、心臓病、神経科、消化器科向けの医薬品を主力とする製薬大
手。

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス 4.2%

7

インフォシス
ITサービス大手で、プログラム開発などのソフトウェアサービスやコンサ
ルティングを提供。

ソフトウェア・サービス 4.2%

8

アクシス銀行

法人・個人や農業分野を対象に銀行業務を展開する大手民間銀行。

銀行 3.9%

9

DLF

住宅、商業および小売業向け不動産開発を手がける不動産会社。

不動産管理・開発 3.7%

52

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目論
見書）」を必ずご覧ください。

10

ゴドレジ・コンシューマー・プロダクツ
家庭用品メーカー。各種ケア製品（パーソナルケア、ヘアケアなど）を製
造。

家庭用品・パーソナル用品 3.3%

銘柄名は、報道等の表記を参考にＨＳＢＣアセットマネジメントが翻訳しており、発行体の公式名称やその和文訳と異なる場合があります。
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月次レポート 作成基準日：2026年2月27日

追加型投信／海外／株式

原則として、指数の月間騰落率は基準日の前営業日の数値を、為替レートの月間騰落率は基準日の数値をもとに算出しています。

※ 将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目
論見書）」を必ずご覧ください。

ＨＳＢＣ インドオープン

【市場概況】

当月のインド株式市場は、SENSEX指数が前月末比-0.4％でした。米印貿易協定の合意などは上昇要因

となった一方、テクノロジー株の過熱感に対する懸念などが下落要因となりました。為替市場では、インド

ルピーは前月末比で対米ドル、対円ともに上昇しました。

経済指標では、HSBCインド製造業購買担当者指数（PMI）が2026年1月は55.4と好不況の分岐点である

50を引き続き上回りました。1月の鉱工業生産は前年同月比+4.8％と堅調に推移しました。インフレ率は、

1月の消費者物価指数（CPI）上昇率が食品価格の上昇と貴金属（金・銀）価格の急騰に伴い前年同月比

+2.8％と前月の+1.2％から上昇しましたが、インフレ目標範囲内（2〜6％）に収まっています。

【運用状況】

当月末の当ファンドの基準価額は前月末比2.6％上昇しました。為替要因がプラス寄与となりました。基

準価額の騰落率はベンチマークを下回りました。上位組入銘柄では、オーバーウェイトにしていたソフト

ウェア・サービスのインフォシスの株価（円ベース、以下同様）が下落し、またアンダーウェイトにしていた

ICICI銀行の株価が上昇し、各々相対パフォーマンスにマイナス寄与となりました。

【今後の見通しおよび投資戦略】

2月28日に米国とイスラエルがイランに対して軍事攻撃を開始したことに伴い、イランを巡る中東情勢が

極めて緊迫化しています。こうしたなか、先行き不透明感の高まりなどを受け、足元では原油価格が乱

高下しています。原油の約半分を中東から輸入しているインドでは、中東からの原油供給の停滞や原油

価格の高騰が長期化すると、経済に悪影響を及ぼす可能性には留意が必要です。しかし、インド経済へ

の悪影響が見受けられれば、インド準備銀行は銀行間市場において流動性供給支援を行い、景気重視

の姿勢を見せるものと考えられます。長期的な観点では、インド株式に対して強気な見方に変わりはあり

ません。インドの成長ストーリーの4つの柱（①消費、②製造業、③インフラ、④貯蓄から投資への動き）

は不変であり、これらがインドの経済ひいては株式市場を後押しすると考えます。

インド株式の運用では、持続的な利益成長性を有しながらバリュエーションに割安感のある銘柄を選別し

ています。業種別には不動産、一般消費財などをオーバーウェイトとし、公益事業、通信などをアンダー

ウェイトとしています。
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

注)P.5～7の内容は、当資料発行日時点で最新の目論見書を基準としております。
設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

当資料のお取扱いにつきましては、後掲の「留意点」をご参照ください。また、投資信託のお申込みに際しては、「投資信託説明書（交付目
論見書）」を必ずご覧ください。

ＨＳＢＣ インドオープン
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インドオープン
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

お申込みに関する要項

ＨＳＢＣ インドオープン

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社  金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第308号
加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会

当ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

商品内容の説明ならびに購入手続き等にかかる費用
購入時にご負担いただきます。購入金額に、
3.85％（税抜3.50％）を上限として、販売会
社が個別に定める率を乗じて得た額とします。

購 入 時 手 数 料

ありません。信 託 財 産 留 保 額

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの日々の純資産総額に信託報酬率を乗じて得た額とします。ファンド
の信託報酬は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、
毎計算期間の最初の6ヶ月終了日、毎計算期末または信託終了のとき、
ファンドから支払われます。

年2.20％（税抜年2.00％）
運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの運用等の対価（運用委託先への報酬が含まれます。）税抜年1.20%（ 委 託 会 社 ）

分配金・換金代金の支払い、運用報告書等の送付、口座内でのファンドの管
理等の対価

税抜年0.70%（ 販 売 会 社 ）

運用財産の管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価税抜年0.10%（ 受 託 会 社 ）

ファンドの保有期間中、その都度ファンドから支払われます。

そ の 他 費 用 ・ 手 数 料

有価証券売買委託手数料／保管銀行等に支払う外貨建資産の保管費用／信託財産に関する租税、信託事務処理に
要する費用等

・

振替制度にかかる費用／印刷業者等に支払う法定書類の作成、印刷、交付および届出にかかる費用／監査法人等に支
払う監査報酬等（純資産総額に対し上限年0.20％（税込）として日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。なお、
毎計算期間の最初の6ヶ月終了日、毎計算期末または信託終了のとき、ファンドから支払われます。）

・

※その他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率等を記載することができません。

※ファンドの費用の総額については、投資者のファンドの保有期間に応じて異なるため、表記できません。

お申込みメモ

販売会社が個別に定める単位とします。購 入 単 位

購入申込受付日の翌営業日の基準価額購 入 価 額

販売会社が個別に定める単位とします。換 金 単 位

換金申込受付日の翌営業日の基準価額換 金 価 額

原則として換金申込受付日から起算して5営業日目以降に販売会社でお支払いします。換 金 代 金

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。換 金 制 限

日本国内の営業日であっても、インドの証券取引所（ボンベイ証券取引所、ナショナル証券取引所）、香港の証券取引所の
休場日のいずれかに該当する場合には、購入および換金の申込受付は行いません。

申 込 受 付 不 可 日

取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社は購入・換金の申込受
付の中止および取消しを行う場合があります。

購入・換金の申込受付
の中止および 取消し

無期限（信託設定日：2004年11月30日）信 託 期 間

ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には、信託を終了させる場合があります。繰 上 償 還

毎年11月29日（休業日の場合は翌営業日）決 算 日

年1回の決算時に収益分配方針に基づき分配します。ただし、分配対象額が少額の場合等には分配を行わないことがありま
す。分配金の受取方法により、分配金を受取る「一般コース」と分配金を再投資する「自動けいぞく投資コース」の2つのコース
があります。

収 益 分 配

課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
益金不算入制度、配当控除の適用はありません。

課 税 関 係

基準価額（1万口当たり）は、翌日の日本経済新聞朝刊に「インド株」の略称で掲載されます。そ の 他
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月次レポート

追加型投信／海外／株式

お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は
 （商号・金融商品取引業者の登録番号・加入協会の順に表示、証券・銀行・保険毎　五十音順、2026年3月16日現在）

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

○ 関東財務局長(金商)第3283号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

安藤証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第1号 ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第370号 ○

いちよし証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第24号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

ＨＳＢＣ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第212号 ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

岡三証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第169号 ○

香川証券株式会社 ○ 四国財務局長(金商)第3号 ○

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第62号 ○ ○

九州FG証券株式会社 ○ 九州財務局長(金商)第18号 ○

極東証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○

光世証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第14号 ○

篠山証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第16号 ○

四国アライアンス証券株式会社 ○ 四国財務局長(金商)第21号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第10号 ○

十六TT証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第188号 ○

株式会社証券ジャパン ○ 関東財務局長(金商)第170号 ○ ○

第四北越証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第128号 ○

立花証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第114号 ○

中銀証券株式会社 ○ 中国財務局長(金商)第6号 ○ ○

東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○ ○

内藤証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○

野村證券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第142号 ○ ○ ○ ○

浜銀TT証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第1977号 ○

播陽証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第29号 ○

百五証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 ○ 中国財務局長(金商)第20号 ○

フィリップ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第127号 ○ ○

○ 関東財務局長(金商)第2883号 ○

○ 北陸財務局長(金商)第24号 ○

○ 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第20号 ○

みずほ証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第94号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ eスマート証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第105号 ○ ○

明和證券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第185号 ○

山和証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第190号 ○

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

ＨＳＢＣ インドオープン

現在、ＨＳＢＣ証券株式会社、岡三にいがた証券株式会社、十六TT証券株式会社、第四北越証券株式会社、野村證券株式会社、北洋
証券株式会社、みずほ証券株式会社、UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社、スルガ銀行株式会社、株式会社仙台銀行、
ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドでは新規のお取扱いをしておりません。
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金融商品取引業者名
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会

日
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証
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業
協
会

一
般
社
団
法
人
日
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資
顧
問
業
協
会

登録番号

アイザワ証券株式会社

北洋証券株式会社

ほくほくTT証券株式会社

PayPay証券株式会社（インターネット・モバイル専用
ファンド）
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お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は
 （商号・金融商品取引業者の登録番号・加入協会の順に表示、証券・銀行・保険毎　五十音順、2026年3月16日現在）

金
融
商
品
取
引
業
者

登
録
金
融
機
関

UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第3233号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第199号 ○

株式会社青森みちのく銀行（インターネットのみ） ○ 東北財務局長(登金)第1号 ○

株式会社秋田銀行 ○ 東北財務局長(登金)第2号 ○

○ 関東財務局長(登金)第633号 ○

○ 近畿財務局長(登金)第6号 ○ ○

○ 四国財務局長(登金)第2号 ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

○ 中国財務局長(登金)第19号 ○

株式会社鹿児島銀行 ○ 九州財務局長(登金)第2号 ○

株式会社京都銀行 ○ 近畿財務局長(登金)第10号 ○ ○

京都信用金庫 ○ 近畿財務局長(登金)第52号 ○
株式会社きらぼし銀行（インターネットのみ） ○ 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○
株式会社熊本銀行 ○ 九州財務局長(登金)第6号 ○

株式会社群馬銀行 ○ 関東財務局長(登金)第46号 ○ ○

○ 近畿財務局長(登金)第11号 ○ ○

○ 福岡財務支局長(登金)第3号 ○

○ 東海財務局長(登金)第7号 ○ ○

○ 東北財務局長(登金)第6号 ○

○ 東海財務局長(登金)第8号 ○

○ 東北財務局長(登金)第16号 ○

ソニー銀行株式会社（インターネットのみ） ○ 関東財務局長(登金)第578号 ○ ○ ○

株式会社但馬銀行 ○ 近畿財務局長(登金)第14号 ○

株式会社千葉銀行 ○ 関東財務局長(登金)第39号 ○ ○

株式会社中国銀行 ○ 中国財務局長(登金)第2号 ○ ○

株式会社筑波銀行 ○ 関東財務局長(登金)第44号 ○

株式会社百十四銀行 ○ 四国財務局長(登金)第5号 ○ ○

株式会社福岡銀行 ○ 福岡財務支局長(登金)第7号 ○ ○

PayPay銀行株式会社（インターネットのみ） ○ 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

○ 東北財務局長(登金)第10号 ○

○ 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第105号 ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第33号 ○ ○ ○

○ 関東財務局長(登金)第38号 ○

○ 関東財務局長(登金)第36号 ○ ○

*

設定・運用：ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社
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株式会社北洋銀行

株式会社北都銀行
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一
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登録番号金融商品取引業者名

株式会社伊予銀行

株式会社武蔵野銀行

スルガ銀行株式会社

現在、ＨＳＢＣ証券株式会社、岡三にいがた証券株式会社、十六TT証券株式会社、第四北越証券株式会社、野村證券株式会社、北洋
証券株式会社、みずほ証券株式会社、UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社、スルガ銀行株式会社、株式会社仙台銀行、
ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドでは新規のお取扱いをしておりません。

株式会社ＳＢＩ新生銀行 (委託金融商品取引業者 株式
会社SBI証券)

株式会社仙台銀行

ＨＳＢＣ インドオープン

株式会社イオン銀行 (委託金融商品取引業者 マネック
ス証券株式会社)

株式会社滋賀銀行

株式会社横浜銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（インターネットのみ）

株式会社池田泉州銀行

株式会社荘内銀行

ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイ
ション・リミテッド

株式会社十六銀行

株式会社十八親和銀行

株式会社ＳＢＩ新生銀行 (委託金融商品取引業者 マ
ネックス証券株式会社)

おかやま信用金庫
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